
○職員組合の要求事項に対する県の回答

職員組合の要求事項 県 の 回 答

１ 賃金及び諸手当の改善について、

本県の長年の労使交渉経過を尊重し、

以下のとおり賃金及び諸手当の改善

を行うこと。

(1) 基本賃金については、一律14,000

円以上の引上げを行うこと。

○ 人事委員会勧告制度は、労働基本権制約の代償措置とし

て設けられたものであり、この制度を尊重することにより

職員の適正な給与水準が確保されるものと考えている。

○ 毎年の給与改定については、今後とも人事委員会の勧告

を尊重するという基本姿勢に立って検討していきたい。

(2) 若年層・中堅層職員の給与水準に

ついて大幅に改善すること｡特に獣

医師については他県との均衡に鑑

み､初任給調整手当を新設するなど､

また併せて､人材確保の困難な薬剤

師についても処遇改善を行うなど、

確実な給与水準改善の必要性につ

いて人事委員会と課題の共有を積

極的に行うこと。

○ 若年層職員の給与については、世代間の給与配分の適正

化の観点を踏まえて、平成26年度から令和元年度まで６年

連続、また令和４年度においても若年層職員に重点を置い

た給料表の引上げを実施している。

○ 平成27年度から、世代間の給与配分の見直しなどを目的

として、給与制度の総合的見直しを実施したことから、民

間との給与水準の較差が縮小し、改善が図られている。

○ 獣医師や薬剤師の職員の初任給調整手当などの給与の

取扱いについては、人事委員会の勧告事項であることか

ら、今後の勧告を踏まえて対応していきたい。

○ 人材の確保については、今年度の人事委員会の報告にお

いて職員の勤務条件等に関する課題の１つとして言及さ

れており、給与水準の改善の必要性を含め、今後、人事委

員会において検討が進められるものと考えている。

○ 今後、人事委員会からの依頼があった場合には、随時、

情報提供を行っていきたい。

(3) 通勤負担軽減のため、通勤に係る

時間は60分以内となるよう人事異

動に際して配慮すること。また、通

勤費用の自己負担解消のため、通勤

手当支給上限額を引き上げること

の重要性について人事委員会と話

し合うこと。

○ 遠距離通勤の解消については、職員の居住地に地区の偏

在が見られる一方、行政需要に応じて人員を配置する必要

があり、人事異動において、本人の意向を丁寧に聞き取り

つつ、できる限りの配慮を行っている。

○ 通勤手当については、今年度の人事委員会の報告におい

て、通勤に係る経費の負担の在り方などの検討の必要性に

言及されており、今後、人事委員会において検討が進めら

れるものと考えている。

○ 支給限度額は従来から人事委員会の勧告事項であり、こ

れまでどおり勧告を尊重することを基本としていくが、人

事委員会からの依頼があった場合には、随時、情報提供を

行っていきたい。

○ 手当の改善にあたっては、職員の負担軽減という観点だ

けでなく、県民の理解や国・他の都道府県との均衡なども

考慮したうえで決定する必要がある。



職員組合の要求事項 県 の 回 答

(4) 高齢層の最高号給到達問題や昇

給抑制措置について、人事委員会に

改善を要請すること。

○ 給料表の号給増設については、平成18年の給与構造改革

の際、行政職給料表の４級等の号給を増設したほか、平成

30年の人事委員会勧告に基づき、行政職給料表の５級に８

号給の号給増設をしており、国に比べて有利な取扱いとな

っている。

○ 高齢層職員の昇給制度については、平成30年の人事委員

会勧告に基づき、標準の勤務成績では昇給しないこととす

る措置を導入したが、見直しにあたり、高齢層職員を対象

とした昇給の運用枠を設けており、できる限りの配慮をし

ている。

○ 号給増設や昇給抑制措置については、人事委員会の勧告

事項であるので、これまでどおり人事委員会勧告を踏まえ

て対応していく。

○ 中立的な第三者機関である人事委員会に積極的に関与

すべきでないことから、人事委員会に改善要請等を行うこ

とは考えていない。

(5) 職務の級の適用について改善す

ること。行政職給料表においては、

副班長級を５級、班長級全職員を

６級、課長級全職員を７級適用と

し、他の給料表についても同様に

改善すること。また、研究職の再

任用職員を任用すること。

○ 職務の級の適用については、それぞれの職務の困難度や

職責の重さに応じて区分している。

○ 行政職給料表の５級については、チームリーダーとして

の班長の職務に適用し、班長の補佐役たる副班長等の職と

は明確に区分している。

○ 行政職給料表６級については、参事、課長代理など管

理・監督的な立場の職務に適用し、行政職給料表７級につ

いては、所属のマネジメントを行う本庁の課長や出先機関

の長に適用しており、職務給の原則を徹底している。

○ 他の給料表については、行政職給料表とのバランスや他

県との均衡を考慮して定めている。

○ 上位の職への昇任については、一定年齢に達したから行

うというものではなく、それぞれの職にふさわしい能力・

適性等を総合的に判断して行っている。

○ 研究職の再任用については、所属の状況や研究の継続性

を踏まえて検討していく。

(6) 勧奨退職制度について、退職手

当の割増率等、国の早期退職募集

制度を上回る制度とし、退職手当調

整額を改善すること。

○ 退職手当における定年前早期退職特例措置の拡充につ

いては、国において、当該措置が、早期退職募集制度に基

づいて定められた年齢や職位等の応募条件に合致する早

期退職者を対象としていることを踏まえ、早期退職募集制

度の導入と併せて検討すべきものであると考えている。

○ 退職手当の調整額については、在職期間中の職務の困難

度や職責の重さなどに応じた公務への貢献度を反映する

ものであり、国と同様の制度としている。

○ 退職手当の取扱いについては、引き続き職員組合と給与

水準検討会等の場で話し合っていきたい。



職員組合の要求事項 県 の 回 答

(7) 現業職の給与水準回復について､

可及的速やかに実行すること。

○ 現業職員の給与については、平成27年４月から国の行政

職俸給表 (二)に準拠した給料表に見直しを行った。

○ 妥結時の確認事項については、その後の給与水準検討

会等の場において話し合ってきたところであるが、引き

続き、職員組合の意見を聞きながら検討していきたいと

考えている。

(8) 一時金は期末手当に一本化し、

支給月数・職務加算措置について

改善すること。

○ 期末・勤勉手当については、生活補給的一時金の性格を

持つ期末手当と、能率給的性格を持つ勤勉手当からなって

おり、２つの手当は法令上も明確に区分されていることか

ら、その一本化は困難である。

○ 期末・勤勉手当の支給月数については、従来から、民間

賞与の支給割合と均衡させることを基本とした人事委員

会の勧告に基づき、改定している。

○ 職務加算については、職務と責任の度合いに基づいて措

置されているものであり、平成22年４月の組織改編に伴

い、職務給の原則を徹底する中で、新たに「班長」及び「副

班長」について12％を適用することとしたところであり、

これ以上の見直しは困難である。

(9) 業務における新型コロナウイル

ス感染リスクを適切に把握し、危険

度の高い業務に従事する場合には

特殊勤務手当を支給すること。

○ 新型コロナウイルス感染症に係る防疫等作業手当の特

例措置の対象業務については、当該業務の特殊性・危険性

や、国・他の都道府県等との均衡を踏まえて判断すること

となる。

○ 現在、国においては、同感染症の法律上の位置付けの見

直しを決定し、関連する各種政策・措置の見直しが検討さ

れている。本県としては、国の検討状況を注視しつつ、新

型コロナウイルス感染症に係る業務の状況等について、各

部局を通じて確認するとともに、引き続き職員組合とも意

見交換を行っていきたいと考えている。

(10) 他県状況を踏まえ、児童相談所

に勤務する職員の処遇を改善する

こと。

○ 国の交付税措置の拡充に基づく児童相談所の職員の給

与改善については、職員組合との話し合い等を踏まえ、令

和２年度及び令和３年度に改正したところである。

○ これらの改正により、国の措置に基づく処遇改善は一旦

整理されたものと考えており、これ以上の引上げは困難で

ある。

(11) 退職手当については、定年引上

げ完成までの間は現行水準を維持

・改善すること。

○ ５年ごとに行われる支給水準の見直しについては、官民

較差を踏まえた支給水準適正化のために行われるもので

あり、定年の引上げと関連付いたものではないと考えてい

る。

○ 本県の退職手当制度は、従前から国家公務員に準じた

制度としており、引き続き国の動向を注視していく。



職員組合の要求事項 県 の 回 答

(12) 人事評価制度については、労使

合意を尊重するとともに、常に改善

を図ること。

○ 人事評価制度は、適切な処遇の実現を通じた職員の意欲

の向上と人材育成を促進することで、組織力の向上を図る

ことを目的としており、各評価者に対し、研修等を通じ

て、フィードバック面談における丁寧かつ適切な指導・助

言の重要性の周知・徹底を図っている。

○ 今後とも、職員組合との意見交換なども行いながら、

適正な制度運用に努めていく。

(13) 緊急対応業務の職員の負担を軽

減するとともに、手当を新設するこ

と。

○ 水防業務や緊急通報業務等、夜間業務に従事した日の翌

日の勤務については、職員の健康管理上、十分な配慮が必

要なものと考えている。

○ 今後、他の自治体等の取組事例も踏まえつつ、時間外勤

務縮減検討会等において職員組合との意見交換を行いな

がら、職員の負担軽減につながる方法について研究してい

きたいと考えている。

○ 水防業務等における自宅での待機時間については、任命

権者の指揮命令の下にある状態とは言えず、国や他の都道

府県の取扱い等も踏まえると、手当を支給することは困難

である。

(14) 障害等のある職員について、合

理的配慮が提供できるような仕組

みを作ること。

２ 人員増、労働条件等の改善につい

て

(5) 障害のある職員や長期療養からの

復帰職員が、無理なく職場に適応で

きるよう専門家を配置し、必要に応じ

て個人と組織との間の調整を行うこと。

また、当事者や周囲の職員の過度な

負担にならないよう十分な人員体制と

すること。

○ 障害のある職員の支援については、昨年度に引き続き、

外部の専門機関の協力のもと、個別相談会を実施し、本人

だけではなく､所属長や同じ職場で働く職員も対象に含め､

働き方や業務内容、職場での支援方法など、職員本人や所

属の様々な不安や悩みに対応する取組を行った。

○ 今年度は、新たに障害特性やそれに応じた合理的配慮方

法について学ぶ研修会を開催し、障害のある職員の定着支

援に取り組んできた。

○ 令和５年度もこれらの取組を継続して実施し、合理的配

慮や個々の障害に応じた適切な対応ができるように努め

ていく。

○ 療養復帰職員の支援については、療養開始時から保健師

等が、所属の相談に随時対応しているほか、主治医面接や

本人との面談、相談医による復帰相談を実施している。ま

た、所属の衛生担当者の適切な対応や、本人・家族の不安

軽減のために｢職場復帰の手引｣の活用を勧めている。



職員組合の要求事項 県 の 回 答

２ 人員増、労働条件等の改善につ

いて

(1) 慢性的な時間外勤務を解消し、

災害時にも迅速な対応を可能とす

るよう、計画的に増員すること。

特に、年間の時間外勤務が360時間

を超える職員がいる職場について

は、確実に増員を行うこと。当面､

年間540時間超の職員がいる職場

については､直ちに増員を行うこ

と。

○ 人員配置については、従来から時間外勤務の状況等も考

慮しながら、全体として施策の優先順位や行政需要の状況

等も踏まえ、必要な部署には増員を行ってきた。

○ 今後も、各部局の現状と今後の見込みの把握に努めると

ともに、突発的な業務量の増加に対しては、年度途中にお

いても柔軟な人的措置を行うなど、適正な人員配置に努め

ていく。

(2) 勤務時間の確実な把握に向けた

対策を実施した上で、未申請によ

る時間外勤務手当の未払いが発生

しない仕組みをつくること。

○ 管理職員が時間外を含めた勤務時間を適切に把握すること

が重要と考えていることから、令和元年度からＳＤＯパソコ

ンの使用記録（ログイン・ログアウト）を用いた確認方法を

管理職員用に示し、勤務時間の把握に努めている。

○ 突発的に生じた時間外勤務の場合には、事前命令がなかっ

たとしても、適切に時間外命令処理を行うよう、機会あるご

とに周知している。

(3) 試行中の時差勤務について検証

を行い、組合要求を踏まえて改善

すること。また、育児・介護・治

療と仕事とを両立する職員等を支

える周囲の職員への業務集中を回

避する等、バランスを考慮した人

員配置とし、誰もが働きやすい職

場づくりを推進すること。

○ 時差勤務については、平成30年７月から、全所属を対象と

して９パターンにより試行しており、徐々に制度が定着して

きたことから、現在、全庁で約４割の職員が利用している。

○ 令和５年度についても、現在と同様の形で試行を継続した

いと考えているが、今後も職員組合の意見も聞きながら、よ

り良い制度づくりに努めていく。

○ 誰もが働きやすい職場づくりに向けても、個々の職員の状

況に配慮した配置となるよう努めている。

(4) 各班に必ず班長及び副班長を配

置し、上位職の班長兼務を解消す

ること。また、50歳以上の班長級

未昇任者及び38歳以上の副班長級

未昇任者をなくすこと。特に班長

級について未昇任者比率が高い職

種については特段の配慮を行うこ

と。

○ 上位職の班長兼務については、班の運営状況や班の規模

など、組織上の観点から、専任班長が必要と判断される場

合には、解消するよう努めていく。

○ 副班長については、業務内容やボリュームを考慮し、状

況に応じて設置している。

○ 上位の職への昇任については、一定年齢に達したから昇

任を行うというものではないが、職員が様々な経験を積み、

実力を養うことができる人事異動に努めている。

○ 昇任にあたっては、それぞれの職にふさわしい能力・適

性等を総合的に判断して行っている。



職員組合の要求事項 県 の 回 答

(6) 社会問題化しているカスタマー・

ハラスメントの実態を把握し、対

応した職員を適切にサポートする

仕組みをつくること。

○ クレームへの対応については、組織的な対応力の強化と

促進を図るため、従来より、「県民のこえ」研修を実施して

いる。

○ クレームへの対応手法などを解説するハンドブックをＳ

ＤＯに掲載するとともに、今年度から新たに「学びばこ」

に動画を掲載し、各所属において活用するよう周知してい

る。

○ 行政機関に対する「脅迫行為」や「強要行為」を行政対

象暴力として位置付け、行政対象暴力への対策の責任者で

ある課長代理等を対象とした講習会を毎年開催するととも

に、講習内容を職場に還元することで、職員個人ではなく､

組織を挙げて対応するよう努めている。

○ 職員のメンタルヘルスについては、随時個別の相談に応

じており、内部・外部の相談窓口も設置している。

(7) 庁舎の冷暖房について、本庁・

出先機関にかかわらず、労働安全

衛生法及び関係政省令に規定する

室温を確実に維持できるよう、運

転するための予算を確保すること｡

○ 庁舎の冷暖房については、災害対応や新型コロナウイル

ス感染予防のための換気対策を含め、現状においても弾力

的な運用をしている。

○ 財政状況が厳しく、燃料費が高騰している中であるが、

本庁舎及び総合庁舎の冷暖房を運転するための予算の確保

に努めていく。

(8) 正規職員の欠員補充にあたって

は、同等業務を担える正規職員又

は臨時的任用職員の配置を原則と

すること。

○ 産育休や長期療養により、年度当初や年度途中に職員の

欠員が生じた所属については、会計年度任用職員の配置や

採用予定者の前倒しなどの措置を講じている。

○ 育児や介護、転職等の理由により、一旦県を退職した職

員について、再度県に採用されることが可能となるような

「キャリア・リターン制度」の導入を、現在、人事委員会

と協議している。来年度からの導入を想定しているが、当

該制度により、年度途中の欠員補充についても、より柔軟

な対応が可能になると考えている。



職員組合の要求事項 県 の 回 答

３ 会計年度任用職員の賃金労働条

件の改善について

会計年度任用職員の労働条件を

「同一労働同一賃金」「職務給、均

衡、権衡、平等取扱い等の諸原則」

の観点から、勤勉手当を支給し、

フルタイム任用を基本とするこ

と。また、給料表適用号給上限を

引上げるとともに休暇制度の一層

の改善を図ること。特に、看護休

暇及び病気休暇は有給休暇とする

こと。

○ 勤勉手当については、現行の地方自治法上、パートタイ

ム職員への支給は認められておらず、フルタイム職員への

支給についても、国の指針に基づき、現在支給していない

が、今国会に地方自治法の改正案が提出されているので、

引き続き、国の動向を注視していく。

○ 会計年度任用職員の勤務形態については、行政需要や施

策展開の動向に応じて、任命権者として適切に判断してい

る。

○ 会計年度任用職員の給与や休暇制度の設定に当たっては､

国及び他の地方公共団体との権衡に留意し、適切に対応す

ることとしており、看護休暇及び病気休暇については無給

休暇としているが、今後も、国や他県の動向を注視すると

ともに、職員組合の意見も聞きながら、適正な勤務条件の

確保に努めていく｡


